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1.い ま ヨー ロ ッパ で何が 起 って いる のか。
わた くしは,90年 代 に入 った ヨーロ ッパ の大 き
な出来事を鮮明に記憶 している。それは,1991年
12月9～12日 にか けてオ ランダのハ ーグの郊外
にある静かな歴史 と伝統 を もった古都であるマー
ス トリヒト(Maastricht)で 開 かれ たEC首 脳会議
であ った。 それ は,当 時加盟国であ った ヨーロッ
パ12か 国だ けの問題だけでな く,89年 秋 の東欧
の 「市民革命」,東西 ドイッ統一の激動の時代か ら
21世 紀 を睨んだ,全 ヨーロッパの新 しい市民主体
の 「秩序」作 りを どうす るかの第一歩を示 した画
期的な会議で あった。 この首脳会議 は国民国家 を
部分 的 に超 え る歴史的実験 とな る1958年 の ロー
マ条約を大胆 に改正 した点 にその意義があった。
それが加 盟13国 によって,承 認 され たマース ト
リヒト条約(TreatyonMaastrightま たは欧州連合
条約=TreatyonEuropeanUnion)で あった(2)。
この条約 の基本性格 は,欧 州市場統合の拡大,
通貨統合の確立,安 保体制(政 治統合を目指 した)
の統合 にあ った。最後 にあたる政治 の協力体制 に
おいては,欧 州の共通外交 ・安全保障政策 を導入
し,欧 州独 自の防衛体制作 りに一歩踏み出 した点
にあ る。それは米国中心の 「世界秩序」作 りへの
批 判 と主体 的 な多 中心主義 の世界秩序 へ 向 けた
「西欧同盟」(WEU瓢WesternEuropeanUnion)で
あり,そ れ は新 しい欧州安保体制 の受 け皿 として
浮上 し,「欧州軍」創設 の検討 を始めただ けでな く
すでに 「独仏軍」を創設 し,相 互 に不戦体制=軍
縮への道を示 したことにあった。
この体制 は,EU安 保体制,旧 東欧 のEUへ の
依存,協 力体制,新 しい欧州 の強固な平和=軍 縮
体制を通 じて,活 力ある福祉連合国家への道 を模
索 している兆 しといって もよいのではないか。
ローマ条約 か らマース トリヒ ト条約への道 は,
欧州連合 の目的を次 の5点 に求めた点 にあったの
で はないか,こ こに再確認 してお こう。
第1に,持 続的で均衡の とれた社会的,経 済的
進歩の促進 を図 ること,そ れは内部(域 内)の 国
境のない地域 の形成 や経済,社 会の格差是正 を実
現す ること,最 終 的には,2001年 の通貨統合 に連
動す る経済,財 政,金 融,通 貨の各政策を調整す
ることにある。
第2に,前 述 した共通防衛政策の形成へ と着実
に発展 することを含む共通外交 ・安全保障政策を
通 じて連合の存在を国際的にア ッピールす ること
にあ った。
第3に,欧 州市民権 の導入 を通 じた,加 盟国市
民の生存権,人 権,学 習権,人 格権,自 治権,労
働権,生 活権,環 境権 などの諸権利 と各企業,機
関の利益 を保護 することにあ った。
第4に,司 法,内 務分野の協力,と くに国境 を
こえた刑犯罪,テ ロなどを防止す るための協 力を
強化す ること。
第5に,「 ヨmッ パ共同体」の法令 の集積を維
持,発 展 し,共 同体の構成国の法令の調整,独 自
のEC法 の確立 をめざす ことにあ った。
加盟国は こうした目的を具体的 にどのよ うに実
践 してい るかを トレースする ことにあった。だが
事態 はこうであ る。 まず加盟国が,こ の条約を ど
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のように認知す るかが焦点 になった。そのたあに
加盟各国 は,そ れぞれの議会で,あ るいは国民投
票 を通 じて承認す ることにあ った。 それ は厳 しい
重 い課題で あった。いうまで もな く92年6月,デ
ンマークは国民投票の結果,批 准を拒否 した。 フ
ランスは,ミ ッテ ラン大統領が街 にでて国民 の議
論 を きき,自 ら も訴 え た。 その国民投 票 の結 果
「僅差」で批准 した。もちろん ドイッ,イ タリアな
ど大国で も国民の間で大議論 とな ったが,辛 うじ
て議会で承認 され,そ して批准 した。その後デ ン
マー クは,域 内格差是正,通 貨統合,福 祉水準 の
段階的適用を条件に再度批准 の賛否 を問 う国民投
票 を実 施 した。賛 成票 が13.6%上 回 って批准 し
た。 こうして条約 は,欧 州市民権のあ り方,格 差
是正,各 国の市民の参加権,国 民生活 の利益 を前
提 に した通貨統合 などを実現するとい う条件で,
1993年11月 発足 し,ECか らEUに 「発展」した
ので あっだ31。
その後,EUの 最大の課題 は,通 貨統合の問題
にあ った。 それ は各国の経済主権 と通貨政策,金
融政策,財 政政策に対 して大 きなイ ンパク トを与
えるか らであ った。 この課題 について は,す でに
問題点 を明 らかに し,そ のあ り方 につ いて論 じて
きだ2}。だが93年 マース トリヒ ト条約が具体的に
発効 されて も,ヨ ーロッパの経済 はたえず低成長
に直面 し,失 業問題 経済格差の問題 財政危機
な どに直面 した。 それは1990年 代後半 にも重要
課題 と して持 ち越 された。 と くに通貨統合の5条
件 は,数 か国 しか満た されなか った。 とりわけ,
各国 の財政赤字 はGDPの3%以 下を達成す るこ
とはかな り厳 しい条件であ った。 い うまで もな く
EUの 本部,EU委 員会 は,各 国 の代表 によって
構成 されてい るものの,各 国 との調整を通 じて独
自の働 き,と くにEU首 脳会議で決定 した ことを
実行 する行政機関の機能を もってい る。すで に,
1980年 代 に約10年 間務 めたフランス政府推薦 の
元EC委 員長 であったJ,ド ロールは,EU経 済
統合 の基軸 は通貨統合 にあ ることを展望 しだ4)。
だが90年 代後半に向 って,フ ランス,イ ギ リスの
経済成長率が若干増加 に転 じたが,ド イッは鈍化
し,他 の参加 国は低成長率を維持 した。 ところで
EUは,加 盟 各 国で95年 か ら96年 にか けて お
こった,EC官 僚制批判,政 策決定過程への市民
参加 の実現,多 様 な市民 ニーズなどにどのよ うに
対応すべ きであるか という課題に直面 し,マ ース
トリヒ ト条約を見直す動 きを示すよ うになった。
96年3月 イタ リアの トリノで,EUはEU加 盟国
の政府間会議(IGC)を 開 き,域 内の雇用問題,
競争力低下,テ ロ防止問題 環境 問題,移 民問題
を どうす るか とい う政策調整 を迫 られた。っ まり
各国機構間のバ ランス,民 主主義,効 率化,連 帯
性,透 明性,補 完性を,さ らにどのよ うに維持 ・
発展 させ るか とい う課題 を残 したのであった。 さ
らに前述 したマース トリヒ ト条約 は基本支柱 の相
互関連性,通 貨同盟 の具体化 の課題,政 策決定過
程 の システムを徹底化す る課題 をど うす るか に
あ った。
この点 を踏 まえて,加 盟各国 は,議 論 を重ねて
きた筈である。 だが,と くに通貨 同盟の参加条件
は,各 国の財政問題を直撃 した。 ドイッ,フ ラン
スは,こ の問題で大論争 をまきおこ し,と くに3
%条 項 の問題で は産業界 と労働界で対立 し,激 論
を展開 した。
イギ リスにおいては,5月 に ブレア労働党政権
が誕生 し,6月 にはフランスではジ ョスパ ン社会
党主軸 の政権 が誕生 した。 フランスにおいては,
大統領 はシラク保守党 出身,内 閣は革新党 とい う
保革共存(コ ァビタシオン)政 権の登場 とな った。
こうして,97年 前半年の ヨーロッパ は政治的に
激動 した。 さ らにイタ リアでは,少 数革新政党 が
「オ リーブの木」 とよばれ,政 治のキ ャスチ ング
ボー トを握 り,政 権を担 っている。
ここで は,第1に,通 貨同盟 に当 って具体的課
題 は何か,第2に,97年6月 に承認 されたアムス
テルダム条約 とは何かを改 めて検討す る。 そ して
第3に,英 国労働党,フ ランス社会党政権の誕生
の意味 は何 か,そ の課題は何か,を 究明 したい。
わた くしたちの ヨーロ ッパ訪 問 の目的 もここに
あ った。で は問題を進めよ う。
2.ヨ ー ロ ッパ 通貨 統合 の課題





1989年 の ドロール レポ ー トの欧州通貨統 合の
構想 は,93年 発効 したマース トリヒト条約第105
条,第109条f項 に吸収 された。 そこでは通貨統
合 のための欧州中央銀行 の設立 による加盟各国 の
中央銀行 との調整 はもちろんの こと,欧 州中央銀
行の設立 の目的を,域 内の物価 の安定 において い
る。問題 は,各 国 の物価上昇率が極端 に違 った場
合 に,ど のように欧州 中央銀行が介入す るかなど
の課題 は残 されて いる。
ECB設 立後 の欧州 の共通 の金利政策 は,ど の
よ うに設定す るか とい う課題 で もある。 この点 に
つ いて,99年 予定 の通貨統合 に向けて,欧 州各国
の短期市場金利が収れん しつっある。 というのは
ドイ ッな ど低金 利国 に対 して は上 昇圧力 がかか
り,イ タ リア,ア イル ラン ドなど高金利国では低
下圧力がかか り,次 第 に格差 を縮小 させ る傾向 に
ある(第1表)。 期間10年 な ど長期市場金利(図 表
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1)は,収 れんが進行 していたが,各 国通貨当局
は,統 合への道を考慮 して協力体制をみせて いる
よ うだ。97年5月,EUは,参 加国通貨間の交換
相場 などを設定することを決めた。 この ことは,
通貨当局 が共通に金利一本化へ収れんす ることを
意 味 している一方 この傾向 はsド イッの政策金利
の小幅上昇 をみせた(例 えば,97年3月 約3.0%
(図表1)EU主 要国 の長期金利
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(図表3)EU主 要国のイ ンフ レ率
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～9月19日 ,3.1%)。 他 方 イ タ リアで は同 期 間
に,約6.7%～6.3%に 下 げ た。統 合発 足 時 の域 内
短期金利 は,4.0～4.5%に 収れんす ると予想 され
ている。 またすで にイ ンフレ率 も収敏 しつつあ る
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(図表3)。
各国 と も,加 盟各国の通貨当局は,自 らの国民
経済 の利益 を優先 しなが ら,参 加 してい くことに
なる。
こうした金利政策 の統合以前に,各 国の最大課
題 は,後 で検討す るが,参 加基準 をどのよ うに満
たすかとい う点 にある。97年10月14日,EU委
員 会 は,加 盟15力 国の97年 と98年 の財 政見通
しを発表 した(第2表,図 表2)。 フランスとギ リシ
ヤを除 く13力 国が 「1997年 の財政赤字 を国内総
生産(GDP)の3%以 下に抑え る」と。フランス
も,98年 には3%に 収ま る見通 しで あると述 べ,
99年1月 発 足 に 自信 をみせ た。 この発表 に よる
と,財 政黒字の国 は,デ ンマークとル クセ ンブル
グに加え,成 長 が好調 であるアイルラン ドが新 し
く加わ る見通 しである。 また通貨統合へ の参加の
条件 と して 「政府債務 の対GDP比 を原則 として
60%以 下 にす る」事項 がある。この点,ベ ルギー,
ギ リ シ ヤ,イ タ リ ア は そ れ ぞ れ121.3%,
106.4%,121.9%で あ るか ら,こ ん ご政府債務を
第2表 欧州委員会による各国の財政見通 し(%)
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1997.98年 は 見 通 し。
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積極的に削減 しなければな らない。 もちろん,加
盟国 は,国 民経済 を優先 しっつ,同 時 に参加条件
を守 らなければな らない。 この課題 を克服 してい
か ない限 り,参 加 して も安定 しないであろう。内
も外 も厳 しい課題である。
またEC委 員 会 は,英 国 の財 政 赤 字 を97年
2.0%,政 府債務 はGDPの52.9%に とどま り,
参加条件を満 た している(第2表)と 公表 してい
る。 したが って,英 国労働党 は,97年5月 の総選
挙で,通 貨 同盟参加国を国民投票で決 めると約束
している関係上a次 回の選挙(2001年)で その態
度を決 めるであろうといわれてい る151。だが,国
内 の与論 が,EUへ の参 加志 向を早 め る とい う
ニーズを示 した ら,そ れ以前 に早期 に参加要求 を
す る可能性 もある。
通貨 統合 の条 件達成 を満 たす国 のなかで もス
ウェーデ ン,デ ンマークでは,不 参加 の立場を主
張す る与論 が強 いので見合 せ ると予想 され てい
る。
ここで,EMI(EuropeanmonetaryInstitute
e欧 州通貨機構)が1996年11月 ,97年9月 に発
表 した3つ の段階 にお ける単一通貨政策 のポイン
トを紹介 しっっ,そ の問題点,と くに第3段 階 の
主要 ポイン トを整理 してみたい。
まずEMU(EuropeanmonetaryUnion)の 第1
段階 は,91年7月 より開始 され将来の欧州中央銀
行制度(EuropeanSystemofCentralBanks=
ESCB)の 下での一元的な金融政策を展望 し,加 盟
国間の政策協調 を強化す るため,当 時のEC中 央
銀行総裁会議の機能 と蔵相理事会での多角的サー
ベイラ ンス体制 を強化す ることにある。加盟国中
央銀行 が次年次 の金融政策の方針等を報告 し,討
議す る 「年次事前評価」制度 を導入す る一方,蔵
相理事会 は,加 盟各国か ら,コ ンバー ジェ ンス ・
プログラム(経 済パフォーマンスの収赦計画)の 提
出を受 け,こ れを評価す る枠組 を設 けた。 この点
は,現 実 の欧州経済 の不 況下 の中 で,各 国 のパ
フォーマ ンスの違 いがみ られ,計 画調整 はかな り
遅れた。前述 したようにマース トリヒト条約 は,
難産 に難産を重ね た末,93年11月 に発効 した。
ローマ条約に基づ くECは,マ ース トリヒ ト条約
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に基 づ くEUへ と発 展 し,当 時 の加 盟 国12力 国
が95年1月 か ら15力 国 に拡 大 した。 これ に前 後
す るが94年1月1日 か らEMUは 第2段 階 に入
り,欧 州 中央 銀行(EuropeanCentralBank=ECB)
の前身 と して,EC中 央 銀行 総裁 会 議 やEMCF
(EuropeanMonetaryCooperationFund=欧 州通貨
協力基金)を 吸収 す る形 で 欧州 通貨 機 構(Europe-
anMonetaryInstitute=EMI)を 設 立 し,ラ ンフア
ル シーが初 代総 裁 と して務 め,97年7月 か らは ド
イ ゼ ンベ ル ク ・オ ラ ンダ中央銀 行総 裁 が 就任 して
い る。 だ がECBの 初 代 総 裁 は 未 決 定 で あ る
(1997年12月 現在)。
こ う して欧 州 中央 銀行 確 立 の準 備 を着 実 に進 め
て きた。 こ こで95年12月 マ ドリッ ドEUサ ミッ
トで の決定 を み る と,第1に 第3段 階移 行 時期 を
99年1月1日 と した こ と,第2に 単一 通 貨 の名 称
をeuro(ユ ーロ)と した こ と,第3に 単 一 通貨 へ
の切 り替 え(theChangeover)を 採択 した ことな
どで あ る。96年12月 ダ ブ リンEUサ ミッ トで は,
第3段 移 行 に つ いて議 論 したが,参 加 条件 を ク リ
ア ー して い る国 が 過半 数 に達 せ ず,各 国が 参加 に
向 け て 協 力 す る こ とで 合 意 した。 さ らにEUサ
ミッ トは,「 安 定協 定(StabilityandGrowth
Pact),新ERM(NewExchangeRateMecha-
nism),euro導 入 に関 す る法 的 フ レー ムの確 立 に
つ い て の合 意 を み せ た。 そ して1998年 の早 い 時
期 に,参 加 国 を決定 し,99年1月1日 へ移 行 す る
こ と も決 め た。
とこ ろで,重 要 な決 定 事項,制 度 につ いての経
過 措 置 を述 べ たので あ るが,97年9月17日,私
た ち が招 待 を受 けた パ リ第13人 学 の国 際 関 係 論
の教 授,J・ マ ジ ェお よ び大蔵 省 参事 官F・ モ ス
との討議 の要 約 を紹 介 してお く。 まず こち ら側 の
次 の質 問書(作 成者 一清水)を 提 出す る。 これ を討
議 の材料 と した。
したが って通貨統合が実現 した場合,各 国の雇
用政策 を優先 した統合政策 をどのように実施す
るか。
EUの1800万 人 の失業対策 を どのよ うに実
施す るか。
2.1997年,4月23日EU委 員会 は,EUの 中
期経済予測 を発表 した。これ によると,加 盟15
か国 のうち,イ タ リア,ギ リシャを除 いて,13
か国 の97年 度 の財政赤字 が国内総生産(GD
P)の3.0%以 下 とな り,99年1月 か らの欧州
通貨統合に参加 するたあの基準 を満 した。
こん ご単一通貨 「ユー ロ」 と米 ドルが世界経
済の二大基軸通貨体制になるが,米 ドルとの関
係を どのように位置づ けた らよいか。
3.通 貨統合後 の単一通貨 「ユーロ」の金利 は,
どの ように決 めるのか。 それ は各国の通貨価値
の調整を してか ら決 めるのか。それ ともECB
独 自に決 めるのか。
4.単 一通貨ユーロは,共 通政策 の実施 に当 っ
て,そ れ に対す る決済 システム(systemofset-
tlement)はTargetsystemな のか。 欧州市場
の流動性(liquidity)の 調整(regulationorad-
justment)を 通 じ て 実 施 す る の か。Target
Systemは 加盟各 国のRTGS(即 時グロス決
済,受 け払いごとに取引額を即時決済するシステ
ム)に よるのか。
5.単 一通貨実施後,加 盟国の物価 と通貨が安定
し,EUの 経済は,世 界経済 の安定化 に寄与す
るか。
6.欧 州通貨統合後,加 盟国の福祉水準 は量,質
ともに高 まるか、 とくに北欧の加盟国 とEU全
体の福祉水準 をどのよ うに調整す るのか。
7.欧 州通貨統合後,域 内の所得格差を どの よう
に解 消 してい くのか。その政策 につ いて問 う。
(その他,欧 州市民権との関係etc)
1.1997年6月18日,EU首 脳会議 は,従 来 の
マース トリヒ ト条約を改定 し,新 しいEUの 憲
法 となる新欧州条約(ア ムステルダム条約)を 採
択 した。
この条約 の目的に 「高水準の雇用」を加 えた。
こうした質問に対 して,各 人 自由にや りとりを
したが,マ ジェ教授 は,質 問に同感 しつつ,整 理
して,通 貨同盟 を実現 するにあたって,雇 用を優
先すべ きであるとい う。同教授 はいう。「私 たちは
この問題につ いては,EU当 局 に,欧 州学者一同





パ リ13大 学教授など)で ,共 同声明(本 研究ノー ト
末尾 に原文を紹介)を 発表 したので それ を差 し上
げる」 とい うのであ る。整理 して紹介す る。
1997年5月 に,欧 州 経 済 学者 の声 明 と して,
「完 全 雇用,社 会 的 格差 是正 と公平 性 のた め に
一 欧州における代替経済政策のために一一」を
ア ピール した。 この点,第1は 雇用対策に万全を
期 すべ きである。EUの 失業者1,800万 人,労 働
人 口の失業率11%の 雇用 を優先 すべ きで ある こ
と,失 業者 の うち若 い人 が全体 の5分 の1以 上雇
用 されていない。 こうした事態 に対 して,具 体 的
対策をすべ きであるとい う。
第2に,短,中,長 の各期の通貨統合政策 の具
体化にあって,ど んな場合で も,EUは,通 貨 の
安定 したグローバルの枠組を確立す ることを目的
に した国際通貨体制にすべ きであ るとい う。
第3にEUは,中,長 期にわた って,財 政政策
を安定化 し,加 盟国民 の生活 を優先 すべ きで あ
る。
第4に,労 働時間を短縮 し,活 力 ある経済政策
を展開すべ きであ る。現在 の低賃金,雇 用縮小 を
改善 して,仕 事をふや し,働 く場 を与 え,労 働時
間 を短縮 す る と同時 に,賃 金 を少 しづ っ上 昇 さ
せ,実 質賃金の増大を通 じて,消 費購買力を増大
させ,企 業の活動 を活性化 し,税 収 を増大 し,福
祉な ど公共投資 に再分配すべ きで ある。
第5に,労 働市場 を増大 し,福 祉 の量 と質 の水
準を高 めるべ きであ る。過去20年 間にEUの 中
の所得格差 を是正 し,と くに高所得者 に対 して適
正な税制を実施 し,そ の税収入を福祉 にまわ し,
こん この安定 したEUの 経済政策 を実施 すべ きで
あろ う。
以上の問題 は,こ ん ごEUの 共通 した課題であ
ろ う。 わた くしたちの,第2～7の 質 問に対 す る
解答の要約 に入 る前に,第3段 階参加条件 につい
てふれてお くと,マ ース トリヒト条約 では,参 加
要件 として①各国の中央銀行法 を含 む国内法制度
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を,マ ース トリヒ ト条約お よび欧州中央銀行法 と
整合的な ものにす ることと規定 されている。 この
点を調整すべ きで はないか。②経済パ フォーマ ン
スに関す る収敏基準(コ ンバージェンス ・クラィテ
リア)の 達成状況 につ いて もチェックを受 ける仕
組みが設 けられていること,こ のチェ ックの判定
基準 はEUサ ミットに委 ね られているが,条 約 の
付属議定書で,前 述 した収赦基準 を 「イ ンフ レ率」
「財政赤字」「為替相場」「長期金利」に求 めたので
あることを付 け加えてお ぐ61。
なお,こ の収敏 基準 の関連性 の論議 につ いて
は,こ こで は省略 し,問 題を進 めてい く。
欧州 のエコノ ミス トの有志 の提言 はきわめて適
切で,今 後の重要課題 にな るであろ う。以下私た
ちの質問事項2-7に ついて書 く。
私 たちの質問書にある第2の 問題 について は,
ドイ ッもフランスも,GDPの3%以 下 に努力 し
ているが,こ の問題 は,フ ランスのジ ョスパ ンの
政策 との関連で論述 したい。
第3の 単一通貨 「ユー ロ」の金利 は,参 加 国の
大蔵大臣の会議 ・討議 を重視 しつっ,欧 州中央銀
行の金 融政策委員会で決定す るという。 もちろん
最終 的 には,ECB総 裁 が決 め るとい うので あ
る。従来の各国通貨政策が,そ れぞれの国の中央
銀行が金利政策 を独 自に打 ち出す と同 じように,
ECBが 独 自に金利 を決定 す ることがで きるとい
う。
第4の 単一通貨 ユーロの決済 システムにつ いて
は,欧 州市場の流動性の調整を通 じて実施す るこ
とを予定 している。 これ は,各 国の通貨担当者 の
意見 を踏 えて,ECBが,主 体 的に決 あてい くと
い うのだ。
第5の 質問に対 しては,EUの 物価 が安定 する
ことに通貨統合 の目的があるわけだか らユmの
安定を最優先 し,国 際通貨 と しての ドル基軸体制
と調整 し,世 界経済の安定化 を図 ってい くとい う
のであ る。
第6に ついて は,ア ッピールで も主張 している
ように,環 境保全 と共存す る経済成長を政策的 に
誘導 しつっ,財 政収入を図 りつっ,EU全 体 の福
祉水準を高 めて い くというものである。
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第7に ついては,第1の 課題 と共通 している。
雇用対策 に優先 しつつ,中 成長を維持 し,労 働 と
資本の協力を通 じて,賃 金格差を地道 に解消 して
い く。この ことは,工 業地域 と非工業地域,過 密地
域 と過疎地域の所得格差 を,雇 用 と福祉 を前提 に
工業化 を図 ってい くだ けでな く,所 得 の再分配 政
策 を図 って い く とい う(経 済省 一(MinistεreDe
L'economie)の 欧州局主任のJ.P.ド ッペッカー氏も
同じ解答をしている)。
J.マ ヂィエ教授 とJ.P.ド ッペ ッカー氏 は,そ れ
ぞれ立場 は違 って も,EU通 貨統合の中で,雇 用
を優先 してい く点 では,一 致 していた。
EUの こん この重要課題 と して単一通貨euro
は,ド ルに次 ぐ国際通貨 としての もう一極を形成
す る。為替市場でのイ ンパ ク トと して は,加 盟各
国の外貨準備調整,ド ル,円 等域外国通貨 も含 め
た外貨 準備保有構 成 を どの よ うに見 直す かであ
る。1990年 時点 で,当 時EC12力 国 の外貨準備合
計 は約4000億 ドルの うち約2300億 ドルが解放 さ
れる。これ らの外貨準備で,euroに 転換 され,ド
ル と円に対 して,有 利 に対応 できるので はないか
と考え る。 もちろん,一 方,第3段 階に移行す る
段階 でeuroの 通貨 に不安定性を感 じて,ド ルに
シフ トす る と,euro通 貨 の価値低下 につなが る
可能性 もある。EU当 局 もこの点,準 備周到 にお
こた りな いか ら不安 はな いと考 えて い る。 した
が ってEU理 事会 はeuro圏 内 にお ける金融 ・資
本市場の安定性を どのように図 るかである。 だか
ら参加条件 を厳 しく守 って参加すれば,必 ず安定
す るであろう。 もちろん,雇 用,福 祉,環 境 を守
ることを前提 に した成長を図 り,国 際収支 も黒字
基調 に誘導 し,為 替 の安定化 を図 るべ きではない
か。 この点,日 本の海外進 出企業 のみな らず国際
金融関係者 は,改 めて世界経済 と複数の基軸通貨
をどのよ うに位置づけた らよいかを自 らも知 るべ
きであろ う。
3.ア ム ステルダム条約 とは何か
欧州の経済政治 の動 きのテンポは早 い。EUの
本部だけでな く,フ ラ ンクフル トの欧州通貨機関
(1999年 か ら欧州中央銀行 へ移行)を 訪 問 し,通
貨 ・為替の専門家 と議論 して も,彼 らは,自 信を
もって通貨統合 こそが ヨーロ ッパ経済 の再生であ
り,新 欧州 の発展 であり,前 途が きわめて明 るい
と予測す る。
私 たちは9月25日 フラ ンクフル トの中心部 に




ここでは,EMIの 仕事の内容 やECBの 設立
の準備状況 について詳 しく話 をきいた。 とくにE
CB設 立にっ いてEU蔵 相会議で,97～99年 の間
に決 め,政 策手段 について はECBに よる市場で
の金利操作,流 動性管理,お よび金融政策スタ ン
スの シグナ リングを可能 とす ることを目的に,公
開市場操作を柱 と しつつ,金 利 の上下限を設立す
る常設 ファシ リティー(Standingfacility)も 列挙
す るという。
さ らに加盟各国の財政基盤 を強化 し,3%以 内
条項 は厳守すべ きであるとモス氏 は強調 した。 ま
た欧州中央銀行 は政治的に独 自性 を発揮すべ きで
ある。 この点 につ いてわた くしな りに整理 してみ
る(7)。
加盟国の法改正 に役立っために,モ ス氏が務 め
るEMIに お いて は,96年11月 公 表 した コ ン
バ ージェ ンス ・レポー ト(収 敏 レポー ト)に おい
て,各 国中央銀行 の独立性の法的担保 にっいて組
織 人事,機 能,財 務 の独立性を法的 に担保 す る。
欧州 中央銀行法 も各国の中央銀行 との不整合を改
め,こ うした側面 だけでな く政治的中立性 を明確
に うち出すべ きであろうというのである〔7)。
1998年7月 までに,欧 州中央銀行 の行員 は500
人で発足す るというか ら現在EMIの350人 よ り
多 くな る。EUは,euroに 関す る法整備,決 済 シ
ステム,銀 行券発行 の準備(銀 行券にっいて99年1
月1日euro導 入2002年1月1日 流通開始の予定)(81
統計準 備 など さ らにEU主 要金 融市場 のEU系
企業の競争力強化 などの課題 にっいて討議 した。
このことは,ど うして も,マ ース トリヒト条約 の
新 しい段階での見直 しとな って表面化 した。
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前 に触れたマース トリヒ ト条約 は,批 准 した政
府 や国民,市 民 か らも,さ まざまな批判 や要求 が
出された。 それは,条 文 の問題 だけではない。政
策 の優先順位,EUの 機構の官僚主義的傾向,政
策決定 プロセ スの問題 地域格差問題,雇 用,人
権問題 などの課題が山積 していた。 それ らの課題
を今世紀末 までに解決 す るためにy96年3月29
日に,イ タ リアの トリノでIGC(政 府間会議)を
開 き97年6月 まで に欧州理事会 で,次 の段階 の
新EU条 約 の草案 を作 ることを決 めたのであ る。
IGCに おいて も,マ ース トリヒ ト条約 における
域内国境の障害問題,市 民の政策決定へ の参加の
問題EMU第3段 階への移行上の諸問題EU
拡大(旧 東欧諸国の加盟問題),中 成長の維持,雇 用
問題 自由 と安全 などを具体的 に対応 してい くた
めに,新 条約すなわちアムステル ダム条約を必要
と して いたのである。 それが1997年6月16・17
日,オ ランダの アムステルダムで開かれた欧州理
事会で まとめ られたのである。 この アムステルダ
ム条約 は,欧 州連合の雇用,市 民の権利重視,移
動 の自由と安全 の維持,世 界に対す る欧州の発言
権 の強化,EU機 構の効率化 などを 目的 に集約 さ
れ たのであ る。
その条約案 の主要事項を紹介 してお く(9}。
第1章 が基本権 と差別撤廃の条項であ る。すな
わちEUは 自由,民 主主義,人 権 と基本的権利 の
尊重,法 の支配の原則 に立脚す ると している。
第2章 では自由,安 全,法 と正義の地域の斬新
的建設の条項 を もり込 んで いる。 このためにEU
理事会は,条 約発効後5年 以 内に,人 の自由な移
動を保障す る措置 を取 る。 この点 は,シ ェンゲ ン
協定 と関連で みる と一歩前進 である。 「シェ ンゲ
ン協定調印国(13力 国)は,EUの 法的枠組の中
で緊密 な協 力関係 を続 ける」 と してい る。 また
「司法協力 はとくにテロ,組 織犯罪,子 供への犯
罪,麻 薬犯罪 などに対処す ることを目的 とす る」
と して いる。
さ らに この協定 に国内事情 か ら参加 できない英
国,ア イルラ ン ド,デ ンマークは,い つで もこれ
らの条項 の一部 または全部を受 け入 れ ることがで
きる」 と寛容 の態度 を とっている。
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第3章 で は,フ ランス,イ ギ リスが主張 する雇
用を取 り上 げる。①加盟国は雇用 に関す る統一的
な戦略をたて,高 水準の雇用 を確保す る。②理事
会 は毎年域 内の雇 用情勢 を調 査 し,年 次 報告書
(annualReport)を 作成,結 論を採択す る。③理事
会 は雇用情勢 を監視す る雇用委員会を設置す る。
この点は従来 の雇用対策 の問題 半 ば放任状態か
ら確実 な一歩前進である。
第4章 が社会政策で ある。「加盟国 は,労 働環境
改善,労 働者への情報提供,男 女雇用均等化の活
動を支援 する」第5章 か ら11章 までには,環 境,
市民 の健康 消費者保護,そ の他 のEU政 策,補
完性 の原則,透 明性,EU立 法の質にっいて規定
して いる。第12章,第13章 では,共 通外交 ・安
全保障政策,対 外経済関係を規定 している。前者
では,「EUは 外交,安 全保障 の共通分野での共通
政策 を策定 し,実 施 する。共通外交 ・安全保障政
策の一般的指針を策定 し,共 通戦略 を採用,共 同
一般的指針 を策定 し
,共 通戦略を採用 し,共 同行
動 を取 る」 となっている。 この点 は,世 界 の安全
保障 に対するEUの 発言力が強力 にな り,そ の基
底 には市民主体 の共通外交,安 全保障e軍 縮 とい
う展望があると考え られる。
第14～19章 では,EUの 機構,す なわち,欧 州
議会,理 事会,欧 州委員会,欧 州裁判所,そ の他
の諸機構 各国議会 の役割,さ らに緊密な協力す
なわち柔軟性,EU諸 条約 の簡素化 と統合整理を
規定 し,一 般市民 に もわか りやす くし,EUの 協
力関係 を強化 してい くとい うのである。
このアムステル ダム条約草案 は,97年10月,
アムステル ダムで15か 国 が公式 に調 印 し,あ と
は各国 における国民投票,ま たは議会 における批
准 という形で,そ の承認が有権者の手 にまか され
た◎
この条約 は,EUが21世 紀 に向けて,内 容 の充
実,深 化 と拡大をめざ して新 しい大 きな歩 みを示
した ことになる。もちろん,加 盟国の市民 の参加,
統治,開 拓,協 力につ いての討議 こそ重要課題で
あ ろう。激動す るヨーロ ッパの主人公 はたえず市
民 でなければな らないであろ う。
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4.1997～98年 の イ ギ リス,フ ラ ン スの 新政
権 政 党 の課題
(1)イ ギ リス労働党政権の誕生の意味
1997年5月 イギ リス国民 は燃 えた。18年 間保
守党政権が続 いたイギ リスは,戦 後 イギ リス経済
の代名詞 にな った 「英国病」を返上 した といわれ
た。それは,1979年3月28日,サ ッチ ャー女史は
保守党 主 と して労 働党 内閣 に不信任 の動議 をだ
し,当 時第3の 政党である自由党をまみ込み,保
守党311票 対310票 で可決 した。一票 の差で彼女
はその後 の首相の座 を確固 た らしめた。同年5月
3日 の総選挙 の結果,保 守党339,労 働党269,自
由党11,そ の他16と い う結果 であった。その後4
度 の選 挙 で サ ッチ ャ ー保 守 党 は勝 利 し,サ ッ
チ ャー=メ イジャー政権 は,18年 間続いた。
サ ッチ ャーの経済政策 はこうであ っだ1⑪。第1
にイギ リス経済 の 「活性化」を選択 し,従 来 のケ
イ ンズ的有効需要政策を放棄 し,供 給 サイ ドか ら
の経済 のパ フォーマ ンスを改善 しよ うと した点 に
あった。第2に 「規制緩和政策」 を実践 した点 に
あ った。従来 の政府 による価格抑制政策,所 得政
策を放棄 し,資 本 の自由移動政策を選択 した。例
えば,為 替管理 の全廃,運 賃 の規制廃止を したこ
とによって,資 本 の流入 を通 して国内の企業 の競
争力 に刺激 を与えた り,自 由価格制を採用 し,運
賃 を引 き下 げた り,自 由化政策 を進めた。第3に
証券取引上 の制度改革,す なわち ビッグ ・バ ンの
採用にあった。①証券取 り引きの自由化 のたあに
取引所 の会員権 を開放 した こと,② 証券業務の引
き受 け(マ ーチャントバンカー),委 託売買業(プ
ローカー),売 買業(ジ ョッパー)の3分 割を廃止
し,国 際資本 に対抗で きるようにす るたあに 「単
一資 格制度」 を廃止 した こと,③ 委託最低手数料
を撤廃 した ことなど証券業 におけ る弱肉強食」 の
論理 を定着 させ,外 国 資本 の流 入 を活発 化 させ
た。第4に は,国 有企業の 「民営化」(Privatiza-
tion)政 策であ った。これは,労 働党 に対 す る実質
上 の批判で あった。労働党が実施 した国有化企業
の非 効率性,非 競争 性 を改革す ることにあ った
(もちろん国有化後20年 近 くは,き わめて効率性,公
平性をもたらした)。50社 以上の国有企業の民営化
を目指 した。 この点 は,さ まざまな問題 を提 出 し
た。その他,財 政赤字,公 共負担 を軽 くした こと
や,エ リー ト主義教育を廃止 した。他方人頭税 の
設定,税 制改革 などを実行 した。
こうしたサ ッチ ャー リズムは,一 方で,資 本,
経営,資 産 の論理 を貫徹 し,他 方で,中 間層や中
所得者(労 働者),技 術者な どにアピール した。だ
か ら18年 間 も政権 を担 当す ることがで きたのだ
と思 う。
ところで,こ うした 「活性化政策」 も,保 守長
期政権の中で,貧 富の格差拡大,福 祉の後退,教
育政策の軽視,教 育設備 の貧弱性,初 等教育水準
の低下,資 産 の所有者 と非所有者の格差の拡大,
を もた らした。 さ らにEUに おけ る共通通貨 政
策,社 会政策への不参加(市 場統合へは参加)に 対
する批判,所 得税率の公平化の後退,開 発志 向主
義への厳 しい批判な どが顕在的 にかつ潜在的 に国
民 の間 にま き起 って来 た。
このような中で,97年3月 の世論調査をみて も
わか るよ うに,国 民 の労働党 への期待 は大 きか っ
た。だか ら97年5月 の総選挙 は,労 働党の圧勝 に
終 った。念 のために記録 してお く。総議席659の
うち労働党419議 席(解 散時272,得 票率44.5%),
保守党165議 席(解 散時321,得 票率31.5%),自 由
民主党46議 席(解 散時46,得 票率17.2%)ア イル
ランド統一党10,(解 散時9)tス コッ トラン ド民
族党6{4),ウ ェー一ルズ民族 党4(4}そ の他の政党9
(9),そ れぞれの議席数であ った。 こうして労働党
が地滑 り的な勝利 をおさめ,野 党 にな った保守党
に254議 席の大差をっ けた ことは,第2次 大戦後
の英国総選挙の歴史上始めてのことであるU11。
で はなぜ労働党 は圧勝で きたのか。それには労
働党 が一貫 して サ ッチ ャー政権 の実 態を踏 まえ
て,そ の政策を系統的に批判 し,同 時 に党 の体質
改革 に積極的 に取組み,実 行 した点にある。前者
について は,1970年 代 に,か な り是正 された所得
格差を拡大 した こと,と くに80年 代,先 進国の中
で も,賃 金格差上昇率の増大 をみせた こと,前 述
したように教育,医 療,福 祉面で の公費切 り下 げ,
国民 の 自己負担 が増大 した こと,税 制 の不公平
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性,中 小企業 の切 り捨 て政策 が表面化 したことな
どの理 由か ら,国 民 が労働党 の政策 を支持 したの
であ る。後者 にっ いては党首 トム ・ブレアの革新
的 イメージが手伝 って いる。「労働党 の勝利 は明
かに ブレアの個人 的勝利 だ。中道への修正 の決断
を くだ したブ レアの政策 が労働党への信頼 を醸成
し,選 挙運動に対す る批判を補 って余 りあるもの
となった」(FinancialTimes,2May1997)と 。
こうした評価 は,ブ レアの労働党 の体質改革な
しには考え られない。 ブ レアを魅力 あるものに し
たの は,こ の10～15年 にわ た る身 を切 るよ うな
懸命 な労働党の改革の歴史があ ったか らだ。例え
ば,1983年 の当時41才 のN.キ ノック(Kinnock)
が党主 と して党 内対 立 を克服 した とい う。彼 は
1987年 の総選挙の敗北後,労 働党の政策全般 の見
直 し,点 検 を行 い,と くに労働者,経 営者,市 民
のニーズに対応す ることを優先 したのである。89
年 の党大会で,執 行部 は 「市場社会主義」「社会主
義 と経済的効率 とのあ り方」,「欧州統合 の一構成
国」を軸 とした新総合政策 を発表 した。だが92年
の総選挙 で57%勝 利す るだろ うと与論調査 の結
果 がで たが,敗 北 した。キ ノックは,責 任 を取 っ
て辞任 した。後継者 には,労 働党 の影の内閣の蔵
相であ ったM.J.ス ミス新党首が就任 した。彼 は
総選挙敗北 の分析 を した結果,政 策 は正当性 を も
っ ようになったが,労 働組合 と労働党 の関係,国
民 と労働党の関係を市民社会的 に改革 しなけれ ば
な らないと訴 えた。例えば労組員 の党員登録 を個
人 の明確 な意思 に基づ いて行 ない,従 来,党 のあ
り方 を左右 して きたブロック投票 を廃止 して1人
1票 制 と した。 この方式 に交通関係の大労組 は,
激 しく反対 したが,93年 の党大会で賛否の結果,
改革案が僅小差で可決 した。 だが惜 しいことに,
ス ミスは,1年 後,心 臓病で倒れ急逝 した。彼 は,
党の再生を賭 けて,古 い体質 をひ とつ ひとつ改革
した。 この功績 は,い まもって評価 されている。
彼 の後継者 と して党大会 で選出 された党首が,影
の内務大 臣であ った当時,41歳 の トニー ・ブ レア
(TonyBlair)で あ った。彼 は,オ ックスフォー ド
出身のイ ンテ リと して知識人,中 産階級,女 性層,




るが,そ れを改革す る人間や政党 のあり方,そ の
政策の分析を欠落 させて きたのではないであ ろう
か。
T・ ブレアは,ス ミスの後 を継 いで,労 働党の
「既得権 の打破」を訴 えた。 とくに 「公共活動」を
いかに位置づ けるか,ま た コ ミュニティ概念を見
直 して社会主義の構想 をいかに打 ち立 て るかに腐
心 した。 さ らに ブレアは,各 人 はコ ミュニテ ィに
支え られてその権利 を守 られ ると同時に各人 はコ
ミュニティを支え る義務を背負 っていることを強
調 した。彼 は権利 と義務の相互性 を主張 し,サ ッ
チ ャー主義 の倫理性,社 会 ルールなどの重要性,
すなわ ち 「法 と秩序」を重視 した。彼 は,94年 党
主 になるや若者 と女性 の参加 を求 め,そ の後3年
間 に3万 人の若 い党員 の加入 に成功 したといわれ
る。94年 の党大会で,労 働党が国民主流を代表す
る党,多 数者 の党 になる決意 を表明 した。個人が
強力で,人 間味のあるコ ミュニテ ィの中で生 きて
いける当 り前の社会観 を もった社会主義 を主張 し
た。 したが って彼 は,ヨ ーロッパ社会民主主義 と
も,マ ルクス主義的 「科学的社会主義」 とも違 っ
た倫理社会主義 コ ミュニテ ィ主体 の社会主義を
強調 した。 したが って 「生産,交 換手段 の公有化」
「産業 の国有化」を規定 して いる党 規約 第4条 の
改訂 を提案 した。
わた くしなりに整理 すれば,社 会主義 の目標 と
市場経 済 は両 立 す るとい う。公 的規 制 と規 制緩
和,公 共分野 の経済 と市場経済 との有機的結 びっ
きを強調 した。 もちろん理論的 な問題 は山積 して
いるけれ ども,ブ レアが 「生 れかわ る労働党」「新
しいヴ ィジョンを もった英国を」 スローガ ンに し
て全国行脚 に乗 り出 し,国 民のニーズを吸収 して
政策づ くりを展開 した ことが,国 民 の支持をえた
ので はあるまいか と考 える。
彼 の政権獲得後の施政方針 をみ ると,<経 済政
策関連〉で はこうである。{1)物 価安定のため,
イ ングランド銀行 に対す る最低貸 出金利の決定権
の移管(97年5月6日 に声明)を す ること,(2)公
的債務の厳格な管理 と赤字財政 の削減計画 をす る
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こと。(3)民 営化 された公益企業の超過利潤 に対
す る 「ウィン ド・フォール(た なぼた)」 税を設定
し,実 行す る。 この超過利潤の課税 を財源 と して
雇用促進計画(Welfaretowork)を 具体化す るこ
と。(4)投 資促進,中 小企業支援,地 域経済開発
の調整を担 う 「地域開発庁(RegionalDevelop-
mentAgencies)」 の設立 による雇用増 と企業 の活
性化政策 の両立を図 ることな どである。
さ らに〈社会 ・生 活関連〉 の政策 と して は(1)
教育改革 である。 サ ッチ ャー時代 のエ リー ト教育
を抑制 して,低 所得家庭 出身 の優秀な生徒 に対す
る学費国家援助制度 を止めて,そ の予算を学級 サ
イズ縮小 に振 り向 ける。教育水準 の量 と質 を高め
るために総合教育審議会 を新設す る。教師の能力
を向上 させ るた めに資 格 を厳 しくす る。(2)ス
コ ットランドとウェールズの議会設立に関す る国
民投票 を実施 する。 この点 については,97年10
月11日,1707年 のイングラン ドとの合併以来約
290年 ぶ りにスコッ トラン ドは議会 を開設 す るこ
とにな った。11日 の住民投票 の結果70%が 開設
賛成 であ った。 ブレアの 「地方分権」政策が実現
す る。政府提案 では,外 交 ・国防な どを除 く幅広
い行政分野で独 自の立法権を もち,所 得税を3%
の幅 で増 減す る権限 も与 え られ る。 この結果,
2000年 までにエデ ィンバ ラに議会が開かれ,行 政
機関 は 「地方政府」 の性格を もっ ことにな る。 ス
コッ トラン ドは,イ ングラン ドへの対抗意識 が強
い。与党 ・労働党 や 「完全独立」 を唱え るスコッ
トラン ド民族党(SNP)な どは開設推進 キャン
ペーンを張 って頑張 った。またウェルズで も,わ
ずか約3000票 の差 で,議 会開設派 が勝利 した。こ
の点,ブ レアの政策 は実現 され る。③大 ロ ンドン
市 および市長選出に関 しては,国 民投票 を提案 し
てい る。それはイギ リスの首都 としての位置づけ
にあ る。その他 宝 くじ収 益金の うち10億 ポン ド
を医療,教 育,科 学振興 に再分配す ること,子 ど
もの夜間外 出禁止,青 少年対象 の刑事訴訟の簡略
化,拳 銃所持の全面的非合法化 などを打 ち出 して
いる。
一方対外的には,政 権獲得後4日 目に当る5月
5日,EUの 「社会憲章」に調印す ると表 明 した。
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通貨統合への参加 も,国 民投票を早 く実施 したい
とい う意 向を非公式に表明 したようだ。
他方,ブ レア首相 は,5人 の女性大臣を起用 し
た。貿易産業相 にマーガ レッ ト・ベケ ッ ト,北 ア
イルラ ンド相 にマージャリ ・モーラム,国 際開発
相 に ク レア ・シ ョー ト,社 会保 障相 にハ リエ ッ
ト ・ハ ーマ ン,枢 密 院議長 ・下院 院内総務 に ア
ン ・テ イラーをえ らんだ ことは画期的な ことで あ
る。 これには総選挙 で女性議員の数が120人 と倍
増 したこともあ る。私 たちが9月22日 午前10時
にテイ トギ ャラ リ近 くにあ る労働党本部(John
SmithHouse,150WalworthHouseLondonSE17
1JT)に 行 き,政 策担 当の幹部であ り,ブ レアを支
えて い る ブ レー ンJ・ マ ッゼ ウ氏 と懇 談 した と
き,労 働 党 の経済 政策 につ いて,自 信 と誇 りを
もって答えていた。 それは多数決を取 っている労
働党の余裕なのか もしれない。 ブレアの人気 は,
与論調査で61%以 上で ある(1998年1月 現在)。
彼 はいう。 「経済政策,市 場経済を活用 し,雇
用,福 祉政策 に重点をお く。EUの 一構成国 と し
て積極的 に協力 してい く」 とい う,基 本軸を説明
していた。 もちろん雇用 と成長,環 境 と開発 など
について討論 したのは有意義 だった。
こん ご国際化 の中で,EUの 中で,ブ レア政権
はどのよ うにイギ リスを位置づけてい くのか注 目
され るで あろう。国際的に も,そ のインパ ク トは
大 きい。
(2)97～98・ フランスの ジ ョスパ ン政権の主要
政策 と課題
1997年6月 に入 って フランスは大 いに揺れた。
シラク大統領が保守連合を強化す るために,議 会
を解散 したが,そ れが国民の批判 として表面化 し
た。同年6月1日,国 民議会選挙(第1回5月25
日)で,総 当選者数577議 席(小 選挙区制)で あ
るが,第1回 目の選挙で得票数50%以 上取 らなけ
れば当選 できない。第1回 目の投票で当選 した者
は総数の2%す なわち12人 であ った。そ して第2
回 目の投票 の結果をみ ると,当 選者数 の分布 は以
下の通 りであ る。社会党253(解 散時63),共 産党
39(同,24),環 境保護派7(同,0),共 和国連合135
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(同258),仏 民主連合108(同206),国 民戦線1(同
0),そ の他34(同24)計577(解 散時は576)で あ
る。社 ・共 ・環境保護派 の連合 内閣が成立 した。
こうした背景 には,共 和国連合 と仏民主連合など
の保守派(ジ ュペ内閣)に よる成長至上主義 に対
す る批判が続 出 したことにある。いわゆる保守派
が合理 化,効 率性,規 制緩 和 を実行 した ことに
よって,福 祉軽視,雇 用軽視,教 育予算 の削減,
労働 時間の週39時 間 の維持,環 境 保全軽視な ど
を強行 してきたか らではないであろうか。
それでは,ジ ョスパ ンの勝利 の直接要因 はどこ
にあ ったのか。直接 的要因は,ジaぺ 内閣が財政
赤字削減のために公務員削減計画 を発表 したこと
にある。そのため労組 によ る,全 国的デモが起 り,
国民 に政治的関心 を盛 り上 げた。 この点 のイ ンパ
ク トは大 きか った。 ジ ョスパ ンの基本政策は,成
長を軽視す るもので はないが,公 務員削減 の中止
など雇用優先,最 低賃金引 き上げ,福 祉充実を通
じて経済 を活性化 すべ きであ るとい う点 にあ っ
た。とくに目立 った政策 は,労 働時間 を週39時 間
か ら35時 間 に短縮 する ことにあ ったほか一部付
加価値 税 の引 き下 げ,ユ ー ロへ の参 加 を表 明 し
た。当時すでに フランスは失業率12.8%に 達 し,
史上最 悪 とな った。労組 は これ にス トで対抗 し
た。
ここで,政 府 は最大 の課題である失業対策 とし
て公共部門 で35万 人 の雇用創 出をめざす法案 を
まとめた。 さらに5年 の任期 中に,賃 金を下 げず
に労働時間を週4時 間 に減 らす こと,経 営者側 は
「賃金 を減 さないで時短 を進 める と,有 給休暇 を
増 やす ような もので,経 営者 は大 きな負担を強 い
られ る」 といって反対 する。 さらにジ ョスパ ン政
府 はr軍 事費 の うち装備費,施 設費 を削減 してそ
の分雇用を維持す るという施策 も発表 した。
ここで,整 理す ると,週39時 間を35時 間 に短
縮 し,ワ ー クシェア リングを進めれば,約200万
人分 の雇用創出効果があ るという試算 がある。周
知 のように,労 働時間短縮 の流れ は,70年 代 か ら
90年 代 にかけて欧州全域 に拡大 した。労働者 が自
己の労働 を統治す ることによ って仕事 の価値 を創
造す ることを試 される ことになる。隣国 ドイッは
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業種 ごとの労使協議で労働時間 を決めているが,
自動車,機 械,金 属 などの有力業種 は フランスに
先駆 けて正規従業員 の週35時 間労 働を実現 して
いる。給与水準を引 き下 げず に実施 された ことに
よって,ド イッの労働時間 あた りの賃金 は,先 進
国最高水準 にな った。 フランス国立統計経済研究
所 による主要国 の週平均労働時間をみ ると(1994
年),英 国44時 間,日 本43時 間,オ ラ ンダ40時
間,フ ランス39時 間,ド イッ35時 間,米 国35時
間,カ ナダ31時 間である。
ジョスパ ン内閣 は,97年7月 に緊急財政赤字対
策 を まとめ,大 企業 の法人税 率 引 き上 げを決 め
た。 その理由について,ス トロスカー ン大蔵大臣
はa「大企業 は利益 に見合 った国 内投資をせず,雇
用 創 出 に十 分 に貢 献 して い な い」(Lemonde,
Samedi20Septembre1997)と い う。
ともあれ,ジ ョスパ ン政権 は6月6日 の欧州社
会党大会で,英 国の ブレア首相 とともに,欧 州統
合が市場経済 の原理 だけで進 めてはな らず,失 業
問題 の解決 など市民の利益 にかな う形 に しなけれ
ばな らないと主張 した。 ジョスパ ン首相 は,欧 州
の社民党,労 働党 の連帯 の中で,雇 用問題 も解決
して い くという方針を打 ち出 した。欧州連合 は,
いまや労働者,女 性,市 民,経 営者,技 術者 など
のニーズを吸収す る社民党,労 働党 ,環 境保護の
各政党の重 みを重視せざ るをえな くなって きてい
る。 フランスにおける社会党を中心 と した左翼勢
力 の増大 の背景 には,「 社会の亀裂」 へ の懸念が
あ った。失業 や福祉削減 などによる貧富 の差 の拡
大,そ の不満 のはけ口と しての排他主義の台頭な
どで,社 会が一 体感 をな く して い るので はな い
か。市民 は,保 守 ・中道政権の行財政改革,規 制
緩和 を柱 とす る自由主義経済路線がそれに拍車 を
かけたと受 けとめて いる。欧州 の主要政党の選択
肢 と して,し ば しば 「ユーロップ ・リベ ラル」(自
由主義経済の欧州)と 「ユーロ ップ ・ソシアル」(社
会政策重視の欧州)が 引合いにだ される。前者が保
守中道路線 に対 して,後 者 が社会路線である。
ちなみにEU各 国で政権 を担 当す る主 な左翼政
党 をみ ると,次 のよ うにな ってい る(1997年9月
時点)。
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まず連立政権をあげるとフランスは社会党(共
産党との連立,前 記)中 心 の連立政権であ り,イ タ
リアは左翼民主党がイ タリア人民党 などと結んで
260(定 数630)議 席で政権 をとっている。 ベル
ギ ーはフ ラマ ン系 キ リス ト教社会党 な ど4党82
(150)議 席で政権 をとっている。オ ランダは,労 働
党37(150)議 席,ル クセ ンブルクはキ リス ト教社
会 党,社 会 労 働党 で38議 席 で それ ぞ れ政 権 を
取 ってい る。英国 は前述 した通 りであ る。 アイル
ラン ドは労働党 と民主左翼党で38議 席(60)で 連
合政権 を,デ ンマー クは,社 会民主党で62(175)
議席 で他 の政党 と連 立政権 を とって い る。ギ リ
シャは,全 ギ リシ ャ社会主義運動162(300)議 席
で単独政権 を,ポ ル トガルは,社 会党112(230)
議席で単独政権を とり,オ ース トリアは,社 会民
主党71(183)議 席 と他党 との連合政権,ス ウェー
デ ンは,社 会民主労働党,161(349)議 席で他 の協
力す る党派 と連合政権を組み,フ ィンラン ドは,
社会民主党,左 翼同盟85(200)議 席で連合政権 を
取 っている。
こう した背景 な しに,EUに おける市民権 社
会保 障権 の確立 は考 え られな い。 だか ら97年 の
アムステル ダム条約案 も成立 したのであ る。 この
点,私 たちが,討 論 した英国労働党 のブ レイ ンで
あ り,政 策の顧問であ るJ.マ ッゼ ウ氏 は,ブ レア
労働党 も,各 国の社民党 の支持があ るか らこそ,
EUに 積極的 に参加 し,EUの 政策 と共通 した点
を実現で きるのであるとい っていた。
1998年 度 のフランス政府 の予算案をみ ると,第
1に 国防費 を対前年比3.3%切 り下 げた こと,財
政赤字 をGDP3%以 下に抑制 したこと。 雇用 ・
福祉関連予算を充実す ることとい う内容 であ り,
選挙 の公約 を実行 しっっあ る。
97年12月4日 で ジョスパ ン政権発足後6ヵ 月
を経過 した。12月4日 のル ・モン ド紙 は 「フラン
ス人を和解 させ る現代 のア ンり四世 」(1997年)と
「称賛」した り,首 相 の人気 は,11月 各種世論調査
で は60%以 上であ った。その手法 と人柄 が評価 さ
れているとい って よい。 ともあれ,通 貨統合実現
まえ に雇用対策 を優先 し,今 後3年 間に公的部門
で35万 人の若者を雇用す るという。そのため350
億 フラン(約7000億 円)の 予算 を捻 出 した り,失
業救済や福祉 を優先す る通貨統合 の実現 を主張 し
てい る。 この点 も評価 され て いるのか もしれな
い。 だが厳 しい道程である。
こうしてみると,欧 州 は一方で激 しい現実 に直
面 しっっ他方で静 かに燃 えている。っま欧州は,
通貨統合 に向 って緊張 の中で新 しい拡大 欧州統合
を 目指 して いる。
アムステルダム条約にあったよ うに,市 民 は自
由,自 立,平 等,連 帯,人 権を共有 し,創 造 して
い くヨーロ ッパを具体化 しよ うとして いる。 さら
に21世 紀 に向 って人 々の自立 と自前の政府 づ く
り,連 帯 づ くり,新 しい コ ミュニティづ くりに向
か ってい くであろう。企業 も,市 民 の生活,福 祉,
環境を重視す るために活力を もって競争 を続け る
であろう。
さらに,こ ん こもEUの 新 しい条約が どのよう
に肉体化,風 土化 され るかを見守 りたい。
なお,最 後 にパ リ13大 学 のマ ジェ教授 たちの
提言の前文を補足資料 として掲載す る。同教授 に
改 めてお礼 を申 し上げたい。
注
(1)本 研究 ノー トは,1997年9月14日 から約2
週間の訪欧共同研究(共 同研究者,海 道勝
稔 石井伸一,清 水嘉治)の 成果である。現
地公機関との連絡 ・調整は石井教授が担当
し,執 筆は,清 水が担当 した。
私たちは,こ の期間の始あにパ リ13大 学
の国際関係学のマ ジェ教授か ら招待を受け







について討論 しただけでな く,パ リ,フ ラン
クフル ト,ロ ンドンの現地の新聞,雑 誌,そ
の他の専門情報紙,一一般市民,学 生などの意













で,マ ジエ教授 らと通 貨統合,不






18日(木)09:30企 画庁(欧 州統合)訪 問,
マ リオ ・ドオー ヴ氏 とフ ランスの
EU新 政策 な どにっ いて質疑,討
論
52,ruedeMartignac75007 ,Paris
l9日(金)(経 済 ・財政 ・産業省訪問 ,日 仏文
化会館視察)
9月20日(土)パ リ北 駅発11:43ユ ー ロス
ターにて,
ロ ン ドン ・ウオー タル ー駅 着13
:43
21日(日)オ ックスフォー ド大学訪問
22日(月)労 働党本部 にて英国政府 の新EU
政策一通 貨統合,社 会憲章 な ど,
新社会主義,雇 用対策 などで質疑,
討論 大英博物館図書室文献調査
23日(火)ロ ンドン大学 にて資料 調査研究




9月25日(木)10:00欧 州通貨機関 にて フラ ン
ク ・モス政策部 企画課長 と会 い,
通 貨統合収敷基準 の進 展 など移行




26日(金)市 周 辺 の 市 場 調 査
9月27日(土)フ ラ ン ク フ ル ト18:15発NH
(全 日空)210便
9月28日(日)成 田 着13:25
②CEU,TreatyonMaastright,清 水 嘉 治,『 新





(3)こ の 点 に つ い て は,清 水 前 掲 書,第2部 参 照





条 約 第105条 は 次 の 内 容 で あ る。
1.欧 州 中 央 銀 行 制 度 の 主 要 目的 は,物 価 の 安
定 を 維 持 す る こ と に あ る。 こ の 物 価 安 定 の 目
的 を 妨 げ な い 限 り で,欧 州 中 央 銀 行 制 度 は,
2条 に 規 定 さ れ た 共 同 体 の 諸 目 的 の 達 成 に 貢
献 す る た め に,共 同 体 の 経 済 政 策 全 般 を 支 援
す る 。 以F略 。
2.欧 州 中 央 銀 行 制 度 を 通 じて 実 行 さ れ る 基
本 的 職 務 は 次 の と お り で あ る 。
一 共 同 体 の 通 貨 政 策 を 策 定 し履 行 す る こ と
一109条 と整 合 性 を もっ 外 国 為 替 を 行 う こ と
一 加 盟 国 の 公 的 外 貨 準 備 を 保 有 し
,管 理 す る
こ と
一 決 済 体 制 の 円 滑 な 運 用 を 促 進 す る こ と
第109条5f項 は,第2段 階 の 開 始 に 当 って,
EMI(欧 州 通 貨 機 関)の 設 立,組 織 加 盟 国 中
央 銀 行 間 の 協 力 を 強 化 す る こ と,な ど を 明 記 し
て い る。
な お,ドmル 通 貨 委 員 会 は,1988年9月 か
ら89年4月 ま で の 間 に,バ ー一ゼ ル のBIS本 部
で8回 の 会 合 を 開 い た 。 な お 詳 し く は,C.
Grant,Delors,insidetheHousethatJacques
Built,1994.London,な お 伴 野 文 夫 訳 『EUを
創 っ た 男 一一 ドロ ー ル 時 代10年 の 秘 録 一 一胡,
NHKブ ッ ク ス,1995年 。訳 書 は 原 書1～4章
抄 訳,原 書6,8,11章 が 省 略,原 著9,10,
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12章 は 訳 書 第2,3,4,5章 に な っ て い る。
⑤ 「英 政 府 は 欧 州 通 貨 統 合 に っ い て,第1陣 が
ス タ ー トす る99年 以 降,で き る だ け 早 期 に
参 加 す る」 「英 国 は マ ー ス ト リ ヒ ト条 約 の 付
属 議 定 書 で,統 合 に 参 加 す る か ど う か の 決 定
を 留 保 す る か ど う か 認 め ら れ て い る 」(Fi-
nancialTimes,26September1997.)だ が
97年 末 ま で に 参 加 方 針 を 正 式 に 決 あ な い 場
合,98年5月 に 予 定 さ れ て い る 統 合 参 加 国
決 定 の 協 議 で 議 決 権 を 持 て な く な る 可 能 性
が あ る。98年 半 ば に 発 足 す る 中 央 銀 行
(ECB)に 対 して も,イ ン グ ラ ン ド銀 行 は オ
ブ ザ ー バ ー と して しか 参 加 で き な く な る。 ブ
レ ア政 権 は,国 民 投 票 を 公 約 して い る以 上,


























































179.1990.清 水 嘉 治 『転 機 に た っ 世 界 経 済 』,
第2部,補 論,新 評 論,1991年200～250
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補 足 資 料2
略 語 表
ACP:Africa-Carribe-Pacific
ア フ リカ ・カ リブ 海 ・太 平 洋 諸 国
ASEM:Asia-EuropeMeeting
欧 州 ・ア ジ ア 首 脳 会 議
CFSP:CommonForeignandSecurityPolicy
共 通 外 交 ・安 全 保 障 政 策
CSCE:ConferenceonSecurityandCooperationin
Europe全 欧 安 保 協 力 会 議
EC:EuropeanCommunities欧 州 共 同 体
ECB:EuropeanCentralBank欧 州 中 央 銀 行
ECHO:EuropeanCommunityHumanitarianOffice
欧 州 人 道 援 助 局
ECSC:EuropeanCoalandSteelCommunity
欧 州 石 炭 鉄 鋼 共 同 体
ECU:EuropeanCurrencyUnit欧 州 通 貨 単 位
EEA:EuropeanEconomicArea欧 州 経 済 地 域
EEC:EuropeanEconomicCommunity
欧 州 経 済 共 同 体
EFTA:EuropeanFreeTradeAssociation
欧 州 自 由 貿 易 連 合
EMCF:EuropeanMonetaryCooperationFund
欧 州 通 貨 協 力 基 金
EMF:EuropeanMonetaryFund欧 州 通 貨 基 金
EMS:EuropeanMonetaryInstitute欧 州 通 貨 機 構
EMS:EuropeanMonetarySystem欧 州 通 貨 制 度
EMU:EconomicandMonetaryUnion
経 済 ・通 貨 連 合
EPC:EuropeanPoliticalCooperation
欧 州 政 治 協 力
ERF:EuropeanReserveFund欧 州 準 備 基 金
ERM:ExchangeRateMechanism
欧 州 為 替 相 場 メ カ ニ ズ ム
ESCB:EuropeanSystemofCentralBank
欧 州 中 央 銀 行 制 度
EU:EuropeanUnion欧 州 連 合
EURATOM:EuropeanAtomicEnergyCommuni-
ty欧 州 原 子 力 共 同 体
GATT:GeneralAgreementonTariffsandTrade
関 税 お よ び 貿 易 に 関 す る 一 般 協 定
IGC:InterGovernmentalConference政 府 間 会 議
IMF:InternationalMonetaryFund国 際 通 貨 基 金
一95一
LC:LomeConventionロ メ 協 定
M朋:measureshavingequivalenteffecttoaqua-
ntitativerestriction
数 量 制 限 と 同 等 効 果 を もつ 措 置
NAFTA:NorthAmericanFreeTradeAgreement
北 米 自 由 貿 易 協 定
NATO:NorthAtlanticTreatyOrganization
北 大 西 洋 条 約 機 構
DECD:OrganizationforEconomicCooperation
andDevelopment経 済 協 力 開 発 機 構
SEA=SingleEuropeanAct単 一 欧 州 議 定 書
SIS:systemed"informationSchengen
シ ェ ン ゲ ン ・デ ー タ バ ン ク
TEE:taxeshavingeguivalenteffecttocustoms
duties関 税 と 同 等 効 果 を もっ 措 置
TA:TheTreatyofAmsterdam
ア ム ス テ ル ダ ム 条 約
UCE:Unitydecompteeuropeen欧 州 換 算 単 位
UNCTAD:UnitedNationsConferenceon
TradeandDevelopment国 連 貿 易 開 発 会 議
VER:VoluntaryExportRestraints数 量 制 限
WEU:WesternEuropeanUnion西 欧 同 盟
そ の 他 の 主 要 用 旛
Commission委 員 会(EC委 員 会)
Co吻 ♂o勧9`ん θ 傭 ㈲ αJIM襯2'r陥 窃2P妙 θγ加 彿
theCommissiontotheEuropeanCouncil
『域 内 市 場 完 成 に 関 す る 白 書 』(『1985年 白書 』)
Conventiond'applicationde1'accorddeSchengen






















条約(マ ース トリヒ ト条約)
